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研究成果の概要（和文）：本研究は複数の社会調査データを用い、学校教育と職業との関係について客観的側面
と主観的側面の両方に焦点をあてた検討を行った。その結果、（1）高学歴化が生じたにもかかわらず、学歴と
職業の関連は弱まらず学歴の地位配分機能は安定していること、（2）人々の意識においては、専門学校卒で学
校教育が「仕事で役に立った」と「専門的知識が身についた」への評価が高い一方、大卒者において「幅広い見
方・考え方」を獲得したと認識する者が多く、この意識差は学生生活歴の違いを反映していること、さらに
（3）社会階層は多次元の構造を持ち、家族の保有資本量と構成が次世代の子どもの教育にも影響していること
などが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：This study examines the relationship between education and occupation and 
its subjective evaluation, using data from several social surveys. Main results are as follows. 
First, we found that the association between educational credentials and occupation has been 
maintained in spite of rapid educational expansion and massive changes in occupational structure in 
Japanese society. Second, we found variation in the evaluation of the relevance of education between
 different academic qualifications. For example, vocational school graduates rated “useful for 
work” and “specialist knowledge” highly, while college graduates perceived that they gained “
broader perspectives and thinking”. And the difference in student life by academic qualifications 
was the key for this perception. Third, social class has the multidimensional nature and not only 
the amount but also composition of cultural and economic capital affect the educational expectations
 of students and their mothers.

研究分野： 教育社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
社会階層と教育の研究は、教育を地位達成

過程のなかに位置づけ、（1）出身階層による
教育達成の格差、（2）教育達成と職業的地位
や所得との関連、（3）社会移動における教育
の媒介的役割などに関して、多くの研究を蓄
積してきた。 
このうち（2）については、教育と職業的

地位との結びつきが弱まっていると報告す
る欧州を中心とした実証分析も多い。また、
大学進学の効果はすべての人に一律ではな
く、大学に最も行きそうにない集団において
大学進学による社会経済的リターンが大き
いこと（学歴効果の異質性）なども注目され
ている（Hout 2012）。他方、日本社会を対象
とした実証分析は、高学歴化の進展にもかか
わらず、学歴や学校歴による職業的地位や所
得の格差は持続的で、あまり変化していない
ことを明らかにしてきた（原・盛山 1999、
近藤編 2000、石田他編 2011 など）。 
このように、国内外で教育と職業や所得と

の客観的関係を扱った実証研究が蓄積され
てきたのだが、それに加え、日本では教育制
度と労働市場との結びつきについて「学校で
得られた知識は役に立たない」という社会通
念もあった。すなわち、一部の職業を除き、
学校教育によって知識・技能を獲得し職業能
力を高めるといった人的資本理論の見方よ
りも、学歴・学校歴を潜在的能力のシグナル
だとみなす論調が優勢であったと考えられ
る。諸外国と比べても日本は「教育の職業的
意義」が低いとされ、その問題点を指摘する
議論もある（本田 2009）。 
しかし、仕事にとって学校の知識が「実際

に有効であるかどうか」（客観的側面）と「有
効だと認識しているか」（主観的側面）との
間にズレが生じる可能性もある（矢野 2001）。
加えて、いかなる認識が形成されるかは、学
校教育の内容のみならず、職業経歴の特徴や
社会経済的環境も大きく関係するはずであ
る。そもそも、教育と職業達成や所得との関
連メカニズムについては、実証研究も少なく、
どのような理論的説明が妥当なのかについ
て分かっていないことも多い。「グローバル
化」、「知識基盤社会」といった観点から教育
制度改革の必要性が声高に叫ばれるなか、今
後の教育と仕事のあり方を考えるためには、
これまでの学校教育と労働市場との関係を
実証的視点から見直すことが喫緊の課題だ
といえる。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究は、上記のような問題関心に対し、
複数の大規模社会調査データを活用して、学
歴と職業との関連を客観的変数および主観
的変数の両面から検討し、学校教育と労働市
場との関係を実証的に検討することを目的
としている。さらには、学歴や職業などから

測定される家族の階層状況が次世代の子ど
もの教育にどのように影響するのか、につい
ても副次的に分析することで、出身階層、教
育達成、到達階層の 3者の関係を検討するこ
とを目的としている。 
 
３．研究の方法 
 
教育と職業や所得に関する国内外の研究

を幅広く見渡し、分析課題を導き出したうえ
で、学歴と社会経済的地位の関係を、複数の
データセットを用いて実証的に分析した。具
体的には、1955 年から 10 年ごとに実施され
蓄積されてきた「社会階層と社会移動全国調
査（SSM 調査）」、2013 年に実施された「教育・
社会階層・社会移動全国調査（ESSM2013）」、
総務省統計局の「平成 24 年就業構造基本調
査」を利用した。さらには、親世代の学歴や
職業と次世代の子どもの教育との関係を検
討する目的から、生徒と親を対象に実施され
た調査（「高校生と母親調査，2010」や「学
校 生 活 と 将 来 に 関 す る 親 子 継 続 調 査
（JLPS-J）」など）からも、社会階層と教育
の世代間の関係に関する示唆を得る。 
 
４．研究成果 
 
（1）高学歴化が進行するなか、学歴と職業
との関連が長期的にどのように変容したの
かを明らかにするため、SSM 調査データを用
いて、基礎的分析を行った。具体的には、各
学歴層の職業構成、および学歴間の職業的地
位の相対的格差の推移を吟味した。その結果、
第 1に、大卒者は専門職従事率が維持されて
いるなど、その職業構成は比較的安定してい
た。これに対し、高卒者の変化は大きく、事
務職従事率が減少し、熟練職や半熟練・非熟
練職へと集中する結果となっていた。第2に、
年齢層や出生コーホートを区分した分析か
ら、大卒者は職業キャリアの中盤で管理職へ
の到達が困難化しており、それはとくに
1961-70 年以降のコーホートで生じているこ
とを確認した。他方、高卒者は職業キャリア
の初期段階からブルーカラー職に就く傾向
がしだいに明確化していった。第 3に、全体
的には学歴間の相対的格差は維持されてい
た。若年層では学歴と職業との関係が 1965
年から 1985 年にかけて弱まった可能性が示
されたが、それは 1990 年代以降の高等教育
の再拡大期以降に進学した世代に対応した
ものではなかった。また各コーホートで学歴
間格差が年齢によって異なるのかどうかを
分析した結果、コーホート間で共通の傾向は
なかった。結局、高学歴化と職業構成の変化
が生じたにもかかわらず、学歴間の相対的格
差はあまり変化していないと結論付けた。 
次に、「平成 24 年就業構造基本調査」の個

票データを用いて、学歴と社会経済的地位と
の関係を、職業小分類レベルで検討した。そ
の結果、まず男性では、若年層ほど高学歴化



が進行し大卒者比率は上昇しているのだが、
同時に大卒人口規模が減少しているので、専
門職従事者の割合は低下していなかった。他
方、女性については、若い世代ほど大卒者の
規模が増加しているのだが、それに比して専
門職従事者の規模は増えていないので、結果
的に若年層ほど専門職に就く割合が小さく
なっていることなどが明らかとなった。次に、
職業に加えて従業上の地位や年収等も含め、
学歴による社会経済的地位、職業大分類内部
での多様性を、多重対応分析によって探索的
に分析した。その結果、大卒の若年層では、
医療系の専門職などが増加しており、年齢層
の高い伝統的専門職（医師・弁護士・大学教
授など）と対比的な関係にあること、事務販
売職や生産工程職においても、大卒者の多く
年収等も高い職業（医薬品営業など）とそれ
らが相対的に少ない職業との対比が確認さ
れた。この結果は、増加した大卒者がどのよ
うな職業に吸収されたかを具体的に示すも
ので、SSM データで確認された傾向をより詳
細なレベルで補完するものといえる。 
 

（2）学校教育が「仕事に役立たない」とい
う認識を手掛かりとして、学校教育と職業と
の関係を主観的意味づけの観点から検討し
た。ESSM2013 データを用い、最終学歴間での
学生生活歴の違いに着目して分析を進めた。
その結果、第 1に、最終学歴が専門学校の者
で、「仕事で役に立った」と「専門的知識が
身についた」への評価が高い一方で、大学進
学者で学校教育から「幅広い見方・考え方」
を獲得したと認識する者が多いなど、学歴に
よる評価の違いが認められた。第 2に、調査
対象者の各学校段階での経験を振り返れば、
最終学歴によって対照的な学生生活歴を有
しており、学び方のパターンが明確に異なっ
ていた。すなわち、大学と専門学校を比較す
れば、前者は中学・高校段階では勉強に集中
しているのだが、大学進学によって学生生活
が勉強以外の領域にも広がるのに対し、後者
は高校段階までの学校生活は高卒者と違い
がないのだが、専門学校入学後に急激に勉強
中心の生活となっていった。他方、高卒者は
高校在学中のアルバイト従事率が高く、高校
段階で学校外における生活の比重が高かっ
たと考えられる。第 3に、最終学歴による学
校教育の意義の認識差には、学生生活歴の違
いが鍵となっていた。具体的には、学校教育
に職業的有用性を見出す背景には「勉強熱心
だった」という認識があり、専門学校進学者
において在学中は「勉強熱心だった」という
認識が職業とのつながりを実感しやすくし
ていた。反対に、大卒者が職業的な意義を実
感できない背後には、大学在学中に「勉強熱
心でなかった」という認識があった。また、
「幅広い見方・考え方」の獲得については大
学で評価が高かったが、部活動・サークルへ
の熱心さがプラスに作用していた。要するに、
特定の学歴を持つ者の評価が一律に高いあ

るいは低いというよりも、獲得を実感できる
知識・技能内容の領域が学歴によって異なっ
ており、そこには学生生活全体にわたる認識
が関係しているのである。 
 
（3）学歴や職業などから測定される家族の
階層が、次世代の子どもの教育にどのよう
に影響するのかについて、奨学金制度の影
響なども含め、社会階層構造と次世代の教育
機会との関係を分析した。 
まず、「高校生と母親調査、2012」を用い、

家族の保有資本量と構成による進路選択の
格差のメカニズムを探究した。その結果、第
1 に、家族の階層は経済資本と文化資本の量
だけでなく、資本構成によっても分化してい
た。具体的には、経済資本と文化資本の両方
を豊富に持つ層と持たない層に加え、一方の
所有量が多いが他方は少ない2つの非対称な
階層、それに中間層の存在を確認した。第 2
に、出身階層による高校卒業後の進路希望の
格差は、資本総量だけでなく、資本構成によ
っても生じていた。資本量が最も多い層と少
ない層の間には進路希望におけるきわめて
大きな差異が観察されるのと同時に、資本構
成が非対称な 2つの層を比較すれば、経済資
本よりも文化資本を多く所有する層におい
て大学進学希望率が高かった。第 3に、文化
資本の効果は上層と中間層との間で確認さ
れた。他方、経済資本の効果が最も顕在化す
るのは、文化資本の蓄積が少ない階層におい
てであった。以上の分析を通して、社会階層
構造が多次元的に構成されていること、そし
てこの多次元性を反映して、各要因が組み合
わされ教育機会の格差が複合的に生じてい
ることが確認された。 
 次に、近年、社会的注目度も高い家庭の経
済状態による教育機会の格差について、「学
校 生 活 と 将 来 に 関 す る 親 子 継 続 調 査
（JLPS-J）」をもとに、進路選択における経
済的要因に関する「親子の非対称性」に着目
した分析を行った。具体的には、教育費負担
意識において母親の方が子どもよりも負担
感が高い一方で、教育費の負担を当然視する
見方が強いなど、親子の認識差が大きいこと
を確認した。また家庭の経済状態がそうした
教育費負担に関する認識を媒介して、進路希
望に与える影響についても、親子間でそのメ
カニズムが異なる可能性が示唆された。すな
わち、母親の場合は、家庭の経済状態によっ
て教育費負担の認識が異なり、負担感が強い
ほど子どもに高い学歴を期待しないという
ように、家庭の経済状態が負担感を介し、子
どもの進路希望にストレートに反映されて
いた。対して、子どもの場合はそうした関係
が弱かった。 
 さらに、日本学生支援機構による「学生生
活調査」を資料として、家庭の所得階層別の
大学進学率の推計を行い、最新の大学進学格
差の動向を確認するとともに、奨学金を含め
た教育費負担のあり方を検討した。その結果、



大学の授業料が上昇し続けるなかで、有利子
の第二種奨学金が利用しやすくなったこと
により奨学金利用者が急増している一方で、
家庭の所得階層間の大学在学率の格差は持
続していることが明らかとなった。こうした
状況を踏まえ、近年改革が進められている奨
学金制度に関する考察を加えた。 
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